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 第 45 回 均等論主張に対する注意点 
 
1.均等論の要件 
 前回に引き続き中国特許実務で重要となる均等論について説明する。 
 均等については、司法解釈[2001]第 21 号第 17 条第 2 項に以下のとおり規定されて

いる。 
 
 均等な特徴とは、記載された技術的特徴と基本的に同一の手段により、基本的に同一

の機能を実現し、基本的に同一の効果をもたらし、且つ当該領域の普通の技術者が創造

的な労働を経なくても連想できる特徴を指す。 
 
 また、司法解釈[2009]第 21 号第 7 条は以下のとおり規定している。 
 
第7条 人民法院は、権利侵害と訴えられた技術方案が特許権の技術的範囲に属するか否

かを判断する際、権利者が主張する請求項に記載されている全ての技術的特徴を審査し

なければならない。 
 権利侵害と訴えられた技術方案が、請求項に記載されている全ての技術的特徴と同一

または均等の技術的特徴を含んでいる場合、人民法院は権利侵害と訴えられた技術方案

は特許権の技術的範囲に属すると認定しなければならない。権利侵害と訴えられた技術

方案の技術的特徴が、請求項に記載されている全ての技術的特徴と比較して、請求項に

記載されている一以上の技術的特徴を欠いている場合、または一以上の技術的特徴が同

一でも均等でもない場合、人民法院は権利侵害と訴えられた技術方案は特許権の技術的

範囲に属しないと認定しなければならない。 
 
 すなわち、中国では手段、機能、及び効果が実質的に同一であり、かつ、容易に連想

することができるものであれば、均等と認定される。当然後述する禁反言の法理により

均等論の主張が制限される場合もあるが、日本と相違し、均等物が非本質的であること

が要件とされていない。また、実用新型特許は審査を経ていないため禁反言が生じにく
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い。以上の理由により、中国では均等侵害が比較的認められやすい傾向にある。 
 
 
 均等論については第 44 回で解説した事件のように同様の効果を奏するか、或いは、

マイナスの効果を奏するか、当業者が容易に連想できるものなのか、禁反言が存在する

か等、多方面にわたって分析する必要がある。この分析が不十分であると均等であると

して侵害が成立してしまう。 
 
 以下に述べる PC ケーブル事件1では、端子の配置が外側か内側かで均等といえるか

否かが問題となった。対象となった特許の請求項は以下のとおりである。 
 
1.本体 11 及び本体 11 両端からそれぞれ延びる端子部及びケーブル部 16 を含み， 
端子部は端子搭載部 12 及び複数の端子を含み， 
前記ケーブル部 16 は端子と電性接続されるケーブルを含み， 
前記端子はデータ端子 15 及び電源端子 13 を含み，両者は電気特性上隔離されており， 
かつ同一の端子搭載部 12 上に分布している SATA 連接器プラグ 10 において， 
前記端子搭載部 12 は一つの絶縁本体 14 と，絶縁本体 14 を囲む一つの収容空間 141
とを備え， 
前記データ端子 15 は絶縁本体 14 の外壁上側面にあり，前記電源端子 13 は絶縁本体

14 の内壁下側面に設けられていることを特徴とする SATA 連接器プラグ 10。 
 
 このように請求項では、データ端子 15 が絶縁本体 14 の外壁上側面旨記載されてい

る。これに対し、イ号製品のデータ端子は絶縁本体の内側上に設けられていた。 
 

                                                   
1 2011 年 9 月陝西省西安市中級人民法院判決 （2010）西民四初字第 00154 号 
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 222 特許の請求項１はデータ端子を絶縁体外壁上側面に設けている点で、内壁面側面

にデータ端子を設けている被告 C の連接ケーブルとは相違する。従って、文言侵害は

成立しない。 
 
 しかしながら、中級人民法院は、データ端子を絶縁本体の内壁上側面に設けることに

より実現する機能及び達成する効果は、データ端子を絶縁本体の外壁上側面に設けるこ

とと基本的に同一であり，また、当業者であれば、創造性労働を経ることなく容易に相

当し得る手段であると判断し、均等侵害の成立を認めた。 
 
 均等か否かについては人民法院での判断が困難で、司法鑑定を依頼するケースも多い。

いずれにせよ民事訴訟での重要なポイントとなるため専門家と相談し、慎重な判断を行

う必要がある。 
 

→続きは、月刊ザ・ローヤーズ２月号をご覧ください。 


